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1．はじめに
　2020年4月、我が国のインターネットに関わる様 な々プレイ
ヤー間の連携強化を目的とする官民協議会「インターネット
トラヒック流通効率化検討協議会」（CONECT：COuncil 
for Network Efficiency by Cross-Layer Technical 
members）が発足した。折しも新型コロナウイルス感染症
の感染拡大により緊急事態宣言が発令され、外出自粛が
全国的に実施される情勢下において、日常の様々な活動が
テレワークやウェブ会議などインターネット上での活動に置
き換わり、改めてインターネットの重要性が広く再認識され
る中での発足となったが、本協議会は、本来的には、増
加を続けるインターネットトラヒックに対応していくために、
2019年から設立に向けた準備を関係者とともに進めてきた
ものである。
　本稿では、本協議会の発足に至った問題意識や背景、
活動内容や今後の展望等について紹介する。

2．設立の背景
　我が国におけるインターネットトラヒックは、総務省で集計
を開始した2004年からの2019年までの15年間、年平均にし
て3割程度のペースで増加を続けてきた（図1）。このトラヒッ
ク増加の大きな要因の一つは、動画配信サービスをはじめ

とする、いわゆるOTT（Over The Top）と呼ばれる大手
コンテンツ事業者群が配信するトラヒックであり、見方を変
えれば、大容量のコンテンツ消費が、ユーザーの消費嗜好
にマッチした結果、インターネットは急速に普及・発展して
きたともいえるかもしれない。いずれにせよ、2020年現在
において、インターネットは、既に経済社会活動にとってな
くてはならないライフラインの一つとなっており、我々は、
水道やガス・電気と同じように、ほぼ意識することなくイン
ターネットを日々利用している。近年、インターネットトラヒッ
クの増加のペースは、若干緩やかになりつつあるようにも
見えたが、インターネット利用の高度化・高品質化・多様化
はますます進んでおり、更には、いわゆるNew Normalと
呼ばれる新しい生活習慣の定着も受け、トラヒック需要の
伸びは、今後も継続していくものと予想している。（なお、
新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた、2020年
5月の集計値は、前年同月比で57.4%増と、近年なかった大
きな増分となっている。）
　この中で忘れられがちなのは、伸び続けるトラヒック需
要をインターネットのインフラ面で支えてきた、供給サイドで
あるネットワーク事業者の存在である。ネットワーク事業者
は、増え続けるインターネットトラヒックをさばき、届けるた
めに、回線やルーターといった設備を、日夜運用し、増強
し続けている。我が国のインターネット利用率は、2013年
には80％を超えており、マーケットとしては飽和状態・過
当競争にある中で、ネットワークの維持・増強のための設
備投資は、ネットワーク事業者にとって大きな負担となって
いる。これまでのところ、インターネットの高速化・大容量
化に関する技術革新及びそれに伴う設備の低廉化と、イン
ターネットトラヒックの増加速度の両者が上手くバランスし
ているようであるが、冒頭で述べたとおり、インターネット
トラヒックが大きく増加する中で、今後、技術革新の速度
が鈍化した場合には、インターネットの品質低下や利用料
金の上昇を招くような危険性をはらんでいる。
　実は、このような状態は今に始まったことではなく、現
行のインターネットのビジネスモデル（図2）が抱える宿命と
もいえ、実際、過去10年以上前から、いわゆる「インターネッ
トただ乗り論争」がグローバルで度々議論となってきた。
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■図1．我が国のブロードバンドトラヒックの推移
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これは、ネットワーク事業者サイドから見た場合に、大量
のトラヒックを配信しながらユーザーに対して様々なサービ
スを提供し莫大な利益を上げるコンテンツレイヤーが、ネッ
トワーク事業者が設備投資を行っているインフラ上に「た
だ乗り」をしてビジネスを行っているのではないか、受益
者負担の原則に基づき応分の負担をするべき、という議論
であり、ネットワークレイヤーとコンテンツレイヤーとの間の
レイヤー間に隔絶が生じる一因となっている。無論、コン
テンツ事業者は、自身が契約する通信事業者に対してイン
ターネット利用に係る費用を支払っており、コンテンツ事業
者サイドからすると「ただ乗り」ではないということになる
わけだが、インターネット通信はいわば壮大な「バケツリ
レー」であり、基本的には、契約関係にない複数の通信
事業者も通信に介在することが、この問題を複雑なものと
している。
　本稿の趣旨を若干逸脱するため、ここではこれ以上この
論争について多くを記載しないが、個人的な意見を申し上
げると、この議論は、いたってインターネットのビジネスモ
デルの問題であり、明確な答えがあるものではなく、建設
的なものではないと考えている。筆者としては、インターネッ
トを黙 と々維持し続けるネットワーク事業者各者の、インフ
ラ事業者としての矜

きょうじ

持に対して非常なるシンパシーを感じる
一方で、冒頭で述べたとおり、大量のトラヒック消費がユー
ザーの嗜好にマッチした結果だと思えば、現状のエコシス
テムは、それなりに合理的なものとも感じる。いずれにせよ、
短期的に解決が可能な問題とは思われない。
　このように、インターネットのコスト負担の問題は、いわ

ば永遠の課題ともいえるもので、2018年10月から総務省に
おいて開催された「ネットワーク中立性に関する研究会」に
おいても、インターネットに関する課題の一つとして、当然
に論点に含まれた。その中で、2019年4月の同研究会中間
報告書で示されたのが、レイヤー間の対立ではなく連携に
よって、増加するインターネットトラヒックに対応していく道
筋であり、当該提言を受けて、総務省において約1年の準
備期間をかけて設立に至ったものが、本協議会となる。

3．活動内容
　前章で述べたとおり、本協議会の主目的は、レイヤー間
の垣根を越えた連携体制を構築することにある。お互いの
ビジネスを展開する立場であるから簡単な話ではないが、
対立関係、あるいは没交渉でいるよりも、連携することで
少しでもインターネットトラヒック増加に対する問題解決に
近づけないか、というのが基本的な発想であり、まずは、
お互いの状況や抱える課題・悩みを理解しあうことから始
めようというものである。例えば、ネットワーク事業者は、
1日の通信量がピークを迎える夜間の時間帯のトラヒックに
合わせてネットワーク設計を行うため、ピーク時間帯の通
信を、他の“空いている”時間帯に逃がし、ピークトラヒッ
クを抑制することができれば、設備投資を抑えることがで
きる（反対に、ライブイベントのウェブ配信など突発的なト
ラヒック需要がピーク時間帯に発生した場合には、ネット
ワークが一時的に混雑することも起こり得る）。発想として
は電力の「ピークシフト」の概念に近く、比較的単純な発
想ではあるが、これについては、コンテンツサイドの協力
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■図2．インターネットのビジネスモデルのイメージ
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なくしては実現し得ない。他方、コンテンツサイドとしてみ
ると、コンテンツの配信時間などはビジネス上の戦略で決
まっている場合もあり、簡単に配信時間をずらせないこと
も多い。しかしながら、近年、ゲームコンテンツなどでは、
サーバー負荷軽減の観点からか、発売日の一定期間前から
事前にダウンロードを可能にするなどの取組みもあり、ネッ
トワークサイド・コンテンツサイド、それぞれの考えを擦り
合わせることで、展開しているビジネスに影響を与えない範
囲で、協力し合えることもあるのではないかと考えている。
いずれにせよ、こういった議論を行うためにも、レイヤー間
の垣根を越えて話し合える場が必要になる。
　若干余談になるが、こうした会議体や団体を役所が立ち
上げた場合、アウトプット目標やマイルストーンを厳密に設
定し、あらかじめ定めた落としどころから離れることをとか
く嫌う傾向が強く、目標達成に固執するあまり、運営から
柔軟性が失われ、また一方で当初の目標を達成するや否や
モメンタムを失い活動が有名無実化する…このようなことが
役所関連の取組みでは起こりがちだと、筆者は感じている。
　このような背景から、本協議会については、参加者の間
で問題意識を共有し、議論の中から課題設定を行っていく
ことを企図し、運営の柔軟性に重きを置くため、設立時点
において、（総務省としての思いはあるにしても）あえて明
確・具体的な目標を設定することはしなかった。他方、重
視したのは、会合のグランドルールともいうべきものであり、
以下をコアのコンセプトとして、構成員各者が情報を持ち寄
りながら、本音で議論できる環境作りに注力した。
・レイヤー間の垣根を越えた様 な々プレイヤーが集まる中で、

課題解決に向けた技術的・実質的・建設的な議論を行
うため、構成員は各社の技術担当者を基本とすること。

・お互いに有益な情報を出し合えるよう、協議会で共有さ
れた情報は、基本的に構成員限りのものとすること。

・協議会内部の議論内容を社会にフィードバックできるよ
う、協議会内での合意の上、適切な情報発信に努める
こと。

　これまで、初回（2020年4月23日）及び第2回（同年7月
16日）と協議会の会合（web会議にて実施）を行う中で、
当然に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大下における
インターネットトラヒック動向と、その際の課題についての
議論が中心となった。参加各者、オープンにはできないよ
うな情報を持ち寄りながらの議論であったため、詳細をこ
こに記載できないことが残念であるが、概要を記載すると
以下のとおりである。

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大下におけるイン
ターネットトラヒックは、感染拡大防止のための在宅時間
の増加により、着実に増加。特に平日日中帯の伸びが顕
著（図3）。

・インターネットのバックボーンについては、各社、トラヒッ
クのピークを迎える夜間帯においても、なお余裕を持た
せられるよう設計を行っており、今回のトラヒック増でも
大きな問題は発生していない。

・他方、インターネットの通信は多くのプレイヤーが関与し
て成り立っていることから、様々なボトルネックが存在し
得るため、ミクロのレベルでは、様々な問題が発生して
いることも考えられる。課題把握のための分析・取組み
が重要。

・また、近年、大型コンテンツの配信開始やライブイベント
のネット配信など、突発的・イベント的なトラヒックのス
パイクの発生が課題。コンテンツ事業者とネットワーク事
業者等の間で情報共有を行うなどにより、事前の対策が
可能になるのではないか。

・さらに、大規模災害発生時における事業者間連携等に
ついても、レイヤーをまたいだ枠組みを構築できないか。

　協議会の全体会合は、3か月に1回程度の割合で開催する
方針であるが、レイヤー間の情報共有や、災害時の連携の
枠組み構築など、個別のテーマに係る議論については、分
科会を設置し、より深い議論を行っていく予定である。また、
slackやメーリングリスト等で随時の情報共有を行っており、
本協議会の趣旨に鑑みれば、このような情報共有の体制を
構築できたことそのものに一定の価値があり、既に目的の
半ば以上を達成できているといっても過言ではないと感じ
ている。
　この点に関して、再び若干の余談になる。新型コロナウ

■図3．新型コロナウイルス感染症の影響下におけるトラヒック状況
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イルス感染症に係るインターネットトラヒックの影響について
は、全世界的な課題となっており、例えば欧州では、欧州
委員会及びBERECが共同声明を出し、コンテンツ事業者等
へトラヒック抑制を呼びかけるなどしている（図4）。実際、
大手コンテンツ事業者の中には、グローバルあるいは欧州
などの特定地域において、動画コンテンツの画質の低減や、
コンテンツのダウンロード速度を抑制するなどにより、ネッ
トワークの負荷軽減措置を講じたところもあった。幸いに
して我が国では、既に述べたとおり、ネットワーク事業者
各者の平素からの設備投資により、トラヒックの急増が大
きな問題とはならなかったことから、あえて危機感をあお
るような情報発信を政府として行わず、また、コンテンツ事
業者等に対しても、欧州で行われたようなトラヒック抑制に
関する呼びかけを行うことはなかった。しかしながら、政
府として決して無為無策でいたということではなく、本協議
会を通じて、トラヒックについては常にモニタリングしつつ、
大きな問題が生じ得るレベルにまでその水準が上昇する蓋
然性が高まった場合には、本協議会に参加している大手コ
ンテンツ事業者等に何らかの対策の実施を呼びかけられる
よう、常に準備をしていたところであるし、構成員各者と事
前に相談できる体制ができていた。繰り返しになるが、官
民で協力し、レイヤーをまたいでこういったチャンネルを構
築できたことは、非常に価値あることだと考えている。

4．今後の展望について
　前章で記載しているとおり、現在の取組みの中心は、レ
イヤーの垣根を超えてインターネットに関する問題意識・課

題感の共有であり、具体的な課題解決については、今後、
議論を続けていく必要がある。当面、レイヤー間の情報共
有や、災害時の連携の枠組みについて、試行を重ねつつ、
検討を進めていくことになるだろうと考えている。
　また、本協議会の構成員は、現状、設立準備時点で総
務省から見てアクセスが比較的容易であった大手の通信事
業者・コンテンツ事業者等が中心となっており、本稿執筆
時点（2020年8月中旬）において34者と、当初想定してい
たよりも大所帯となってはいるが、まだまだ取組みとしては
小規模なものである。既に繰り返して述べてきたとおり、
本協議会では、公にはできない・しにくい情報等を持ち寄
りながら、本音での議論を展開していくことを目指しており、
無際限に構成員を拡大していくことは難しい。しかしなが
ら、グローバルなプレイヤーも含め本協議会のカバレッジ
を、コンセプトを維持しつつどのように広めていくかという
点及び本協議会に参加されていない方々に対し、どのよう
に取組みを共有しフィードバックしていくかという点が、運
営面での今後の課題の一つである。

謝辞
　最後になったが、本協議会を設立・運営するにあたり、
多大なる御尽力をいただいている主査のNTTコミュニケー
ションズ・吉田氏及び共同事務局の同社・三田氏をはじめ、
御参画いただいた各社の皆様の御厚意に厚く御礼申し上げ
たい。本協議会の活動を通じて、インターネットが各ステー
クホルダー諸氏の善意・協力・連携・熱量によって成り立っ
ていることを改めて実感した次第である。

特　集　  COVID-19感染拡大下でのICT

■図4．欧州における新型コロナウイルス感染症を受けた取組み




